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○身体障害者更生相談所及び 
 知的障害者更生相談所について 
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 全国の状況 
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◇ 身体障害者更生相談所 

[調査について] 

 ・平成２４年７月に高知県地域福祉部障害保健福祉課が全国（政令都市除く）の障害福祉主管課を通して、 
  調査を行った。 
 ・４７都道府県のうち、４２都道府県から回答があり、全６０カ所の身体障害者更生相談所のうち、４９ヶ所 
  から回答があった。            

（１） 組織の設置状況 
 ○他機関との併設は48ヶ所で、単独設置は１ヶ所のみ 

 
・ 同一敷地内で組織も一緒の機関 
  （１）知的障害者更生相談所  （３６ヶ所） 
  （２）児童相談所  （１６ヶ所）※うち２ヶ所は一部一緒 

  （３）女性相談所  （１１ヶ所） 
  （４）医療機関    （ ８ヶ所） ※うち１ヶ所は一部一緒 

  （５）保健所     （ ５ヶ所） 
  （６）精神保健福祉センター・福祉事務所  （４ヶ所） 
 
・ 同一敷地内にあるが組織は別の機関 
  （１）知的障害者更生相談所  （６ヶ所） 
  （２）児童相談所  （６ヶ所） 
  （３）精神保健福祉センター   （６ヶ所） 
  （４）医療機関    （６ヶ所）  
  （５）女性相談所  （５ヶ所） 
  （６）発達障害者支援センター  （５ヶ所） 
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  ① 相談内容（来所）  

・全国の相談内容では、更生医療と補装具が多く、続いて、身体障害者手帳についての相
談となっている。 
 

・高知県では、更生相談の相談が８割を超えており、次に補装具となっており、それ以外の
相談はほぼないような状況である。 

自立支援医療
（更生医療） 

補装具 
身体障害者
手帳 

職業 施設 生活 その他 合計 

70,793 59,360 27,690 738 1,951 1,306 5,118 166,956 

42.4% 35.5% 16.6% 0.4% 1.2% 0.8% 3.1% 100% 

○全国の合計 

(件) 

自立支援医療
（更生医療） 

補装具 
身体障害者
手帳 

職業 施設 生活 その他 合計 

1,945 397 0 0 0 0 19 2,361 

82.4% 16.8% 0% 0% 0% 0% 0.8% 100% 

(件) 

○高知県 

（２） 身体障害者更生相談所の業務 

※平成23年度福祉行政報告例で報告している数字を回答してもらったもの 
  （来所には、来所せず書類をもって行ったものも含むこととなっている。） 

（３） 巡回相談について 

実日数 未実施 １～９日 １０～２９日 ３０～４９日 ５０～６９日 ７０日～ 

箇所数 ４ １１ ２３ ３ ４ ４ 

（都道府県名） 

静岡(賀茂・
西部)・ 
三重・奈良 

栃木・静岡(東部・
中央)・鳥取(西部) 

・愛媛・高知 
・長崎(佐世保) 
・熊本・大分 
・鹿児島・沖縄 

青森・岩手・秋田・山形・
茨城・群馬・埼玉・千葉
(東葛飾)・東京・富山・山

梨・長野・岐阜・兵庫・鳥
取(東部・中央)・島根・岡

山・徳島・香川・佐賀・長
崎(長崎)・宮崎 

福島・京都・
山口 

宮城・神奈川 

・滋賀・和歌
山 

北海道・ 
千葉(中央)・
大阪・広島 

  ① 巡回相談の実施状況（実日数と延べ人数） 

・巡回相談は、回答のあった４９ヶ所のうち４５ヶ所の９割の身体障害者更生相談所で実施。 
・一年間に10～29日間の巡回相談を実施しているところが多い。（平均27.3日） 
・巡回相談の実施延べ人数は、100～399人のところが多い。（平均249.5人） 

延べ人数 未実施 1～49人 50～99人 100～399人 400～699人 700人～ 

箇所数 ４ １３ ７ １５ ６ ４ 

（都道府県名） 

静岡(賀茂・
西部)・ 
三重・奈良 

栃木・富山・静岡
(東部・中央)・鳥取
(東部・中部・西部)・

島根・愛媛・高知・
長崎(佐世保)・熊
本・鹿児島 

埼玉・山梨・長野 
・滋賀・徳島・ 
長崎(長崎)・沖
縄 

岩手・秋田・山形・
茨城・群馬・千葉
(東葛飾)・東京・岐

阜・京都・和歌山・
山口・香川・佐賀・
大分・宮崎 

北海道・青森 

・宮城・福島・
兵庫・岡山 

千葉(中央) 

・神奈川・
大阪・広島 
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  ② 巡回相談の相談内容  

・巡回相談の相談内容では、補装具に関するものが８割近くを占めている。 
・その次には、身体障害者手帳と更生医療の判定が多い。 

自立支援医療
（更生医療） 

補装具 
身体障害者
手帳 

職業 施設 生活 その他 合計 

835 9,180 1,090 1 59 140 525 11,830 

7.1% 77.6% 9.2% 0% 0.5% 1.2% 4.4% 100% 

○全国の合計 

(件) 

0 8 0 0 0 1 6 15 (件) 

○高知県 

  ③ 巡回相談への医師の同行状況  （昨年度、巡回相談を実施した45ヶ所の状況） 

     
    ・毎回同行している （３６ヶ所） 80.0% 
    ・必要に応じて同行 （ ６ヶ所） 13.3% 
    ・同行なし     （ ３ヶ所）  6.7% 

・巡回相談への医師の同行状況は、毎回同行している身体障害者更生相談所が８割近くと
なっている。 

☆高知県 

  ④ 嘱託医の判定の状況   ※複数回答あり、※49ヶ所中の割合            
     
    ・更生相談所に嘱託医が来て判定 （４０ヶ所） 81.6% 
    ・嘱託医が所属する医療機関に相談者が来所して判定 
                    （１５ヶ所） 30.6% 
    ・上記以外の場所で判定     （３５ヶ所） 71.4% 

・多くの身体障害者更生相談所で、嘱託医が来て判定を行っている。 
・嘱託医が所属する医療機関に相談者が来所して判定を行っているところは、３割程度。 
（宮城・山形・千葉(東葛飾)・山梨・岐阜・静岡(中央・西部)・滋賀・兵庫・鳥取(3ヶ所)・山口・徳
島・高知） 

・上記以外の場所で判定は、巡回相談の会場での判定や書類判定で嘱託医の医療機関へ
職員が持参して判定の場合など。 

☆高知県 

☆高知県 

☆高知県 

  （参考）嘱託医の判定の状況と巡回相談の関係について 
    ・嘱託医が所属する医療機関で判定を実施している身体障害者更生相談所では、 

     それ以外のところに比べて、巡回相談のニーズが低いと考えられる。           

巡回相談 
全国平均（巡回相
談実施45ヶ所の平
均） 

嘱託医が所属する医療
機関に相談者が来所し
て判定を行っている身更
相(１５ヶ所)の平均 

それ以外(30ヶ所)
の平均 

年間実施回数（日） ２７．３日 １９．４日 ３１．２日 

年間実施延べ人数（人） ２４９．５日 １４８．９人 ２９９．８人 
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（４） 市町村との連携について 

  ① 地域自立支援協議会への参加実施 
    ・１４ヶ所 28.6% （平均実施延べ回数：16.9回） 
 
  ② 個別ケース会議への参加実施 
    ・１５ヶ所 30.6% （平均実施延べ回数： 4.4回） 
 
  ③ 市町村職員の研修実施 
    ・４６ヶ所 93.9% （平均実施延べ回数： 2.7回） 
 
  ④ 市町村ごとの入所施設待機者の状況の把握実施 
    ・１７ヶ所 34.7%      
     （実施状況 毎月実施：９ヶ所、３ヶ月に１回実施：２ヶ所、年１回実施：２ヶ所 等） 

 
  ⑤ 入所施設の入所の調整実施 
    ・１８ヶ所 36.7%     
     （実施状況(延べ回数) 0～5回：１１ヶ所、6～20回：２ヶ所、21回以上：３ヶ所、 
                その他・随時：２ヶ所 等）    

 

     

☆高知県実施(延べ5回) 

☆高知県実施(延べ3回) 

・地域自立支援協議会や個別ケース会議への参加を行っている身体障害者更生相談所は、
３割程度。 
 

・市町村職員の研修は、およそ９４％の身体障害者更生相談所で実施されているが、研修
の延べ実施回数は、年間２回以下のところが７割となっている。 
 

・入所施設の入所待機者の状況の把握を行っているところは１７ヶ所で、毎月１回把握して
いるところは９ヶ所と全体の２割足らずとなっている。 
 また、入所の調整を行っているところも３割程度となっている。 
 
 
 

（５） 身体障害者手帳の認定・交付事務について 

   ○ 行っている・・・・３１ヶ所 （63%）  
 
   ○ 行っていない・・・１８ヶ所 （37%） 
      

☆高知県 
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◇ 知的障害者更生相談所 

[調査について] 

 ・平成２４年７月に高知県地域福祉部障害保健福祉課が全国（政令都市除く）の障害福祉主管課を通して、 
  調査を行った。 
 ・４７都道府県のうち、４２都道府県から回答があり、全６７カ所の知的障害者更生相談所のうち、５６ヶ所 
  から回答があった。            

（１） 組織の設置状況 
  ○他機関との併設は55ヶ所で、単独設置は１ヶ所のみ 

 
 
・ 同一敷地内で組織も一緒の機関 
  （１）身体障害者更生相談所  （３６ヶ所） 
  （２）児童相談所  （２６ヶ所）※うち２ヶ所は一部一緒 

  （３）女性相談所  （１２ヶ所） 
  （４）医療機関    （ ７ヶ所） ※うち１ヶ所は一部一緒 

  （５）保健所     （ ６ヶ所） 
  （６）精神保健福祉センター  （５ヶ所） 
 
・ 同一敷地内にあるが組織は別の機関 
  （１）児童相談所  （８ヶ所） 
  （２）身体障害者更生相談所  （６ヶ所） 
  （３）精神保健福祉センター   （６ヶ所） 
  （４）女性相談所  （６ヶ所） 
  （５）保健所      （５ヶ所） 
  （６）発達障害者支援センター  （５ヶ所） 
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  ① 相談内容（来所）  

・全国の相談内容では、療育手帳が６割と多く、生活やその他の相談が続く。 
 

・高知県では、療育手帳の相談が５５％と多く、それ以外の相談は生活に関するもの（障
害基礎年金等）や職業に関するもの（ハローワークからの障害程度の問い合わせ）などと
なっている。 

○全国の合計 

(件) 

(件) 

○高知県 

（２） 知的障害者更生相談所の業務 

※平成23年度福祉行政報告例で報告している数字を回答してもらったもの 
  （来所には、来所せず書類をもって行ったものも含むこととなっている。） 

施設 職親委託 職業 医療保健 生活 教育 療育手帳 その他 合計 

1,517 31 2,078 1,150 5,384 1,229 32,554 8,960 52,903 

2.9% 0.1% 3.9% 2.2% 10.2% 2.3% 61.5% 16.9% 100% 

施設 職親委託 職業 医療保健 生活 教育 療育手帳 その他 合計 

3 0 55 0 150 1 274 15 498 

0.6% 0% 11.1% 0% 30.1% 0.2% 55.0% 3.0% 100% 

（３） 巡回相談について 

実日数 未実施 １～９日 １０～２９日 ３０～４９日 ５０～６９日 ７０日～ 不明 

箇所数 １ ３ ２３ ７ ６ １５ １ 

（都道府県名） 

静岡
(西部) 

山梨・静岡
(中央)・高知 

山形(山形・庄内)・群馬・千
葉(東葛飾)・東京・神奈川・
静岡(賀茂・東部)・奈良・鳥
取(中部・西部)・岡山(津
山)・山口・佐賀・長崎(長
崎・佐世保)・熊本・宮崎(中
央・北部・南部)・鹿児島(鹿
児島・大島)・沖縄 

岩手・福島・
滋賀・鳥取
(東部)・岡山
(本所・倉
敷)・愛媛 

青森・宮城・
栃木・富山・
兵庫・大分 

北海道・秋田・
茨城・埼玉・千
葉(中央)・長

野・岐阜・静岡
(富士)・三重・

京都・和歌山・
島根・広島・徳
島・香川 

大阪 

  ① 巡回相談の実施状況（実日数と延べ人数） 

延べ人数 未実施 1～49人 50～99人 100～399人 400～699人 700人～ 

箇所数 １ １１ ８ ２６ ５ ５ 

（都道府県名） 

静岡
(西部) 

千葉(東葛飾)・ 
静岡(賀茂)・ 
静岡(中央)・鳥取(東

部・中部・西部)・ 

岡山(津山)・高知・ 
宮崎(中央・北部)・ 
鹿児島(大島) 

山形(庄内)・山
梨・静岡(富
士)・岡山(本
所)・佐賀・長
崎(長崎・佐世
保)・宮崎(南
部) 

青森・岩手・宮城・秋田・ 
山形(山形)・福島・群馬・ 
千葉(中央)・東京・神奈川・ 
富山・長野・静岡(東部)・滋賀・京
都・兵庫・奈良・島根・ 
岡山(倉敷)・広島・山口・香川・熊
本・大分・鹿児島(鹿児島)・沖縄 

栃木・埼玉・ 
岐阜・徳島・ 
愛媛 

北海道・ 
茨城・三重 

・大阪・和
歌山 

・巡回相談は、回答のあったほとんどの知的障害者更生相談所で実施。 
・一年間に10～29日間の巡回相談を実施しているところが多い。（平均54.1日） 
・巡回相談の実施延べ人数は、100～399人のところが多い。（平均232.5人） 
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  ② 巡回相談の相談内容  

・巡回相談の相談内容では、療育手帳に関するものが８割近くを占めている。 

施設 職親委託 職業 医療保健 生活 教育 療育手帳 その他 合計 

425 7 219 227 1,263 556 11,991 800 15,488 

2.7% 0% 1.4% 1.5% 8.2% 3.6% 77.4% 5.2% 100% 

○全国の合計 

○高知県 

(件) 

(件) 2 0 0 0 1 0 5 0 8 

  ③ 巡回相談への医師の同行状況  ※昨年度、巡回相談を実施した55ヶ所の状況 

     
    ・毎回同行している （ ４ヶ所）  7.3% 
    ・必要に応じて同行 （１３ヶ所） 23.6% 
    ・同行なし     （３４ヶ所） 61.8% 

☆高知県 

・巡回相談への医師の同行状況は、同行していない知的障害者更生相談所が６割で、必
要に応じて同行が約２割となっている。 

  ④ 嘱託医の判定の状況   ※複数回答、※嘱託医がいる更生相談所52ヶ所中の割合          

     
    ・更生相談所に嘱託医が来て判定 （４５ヶ所） 86.5% 
    ・嘱託医が所属する医療機関に相談者が来所して判定 
                    （１０ヶ所） 19.2% 
    ・上記以外の場所で判定     （１６ヶ所） 30.8% 

・多くの知的障害者更生相談所で、嘱託医が来て判定を行っている。 

・嘱託医が所属する医療機関に相談者が来所して判定を行っているところは、２割程度。
（茨城・千葉(中央・東葛飾)・静岡(賀茂)・京都・鳥取(西部)・高知・宮崎(北部・南部)・鹿児
島(大島)） 
・上記以外の場所で判定は、巡回相談の会場や在宅訪問での判定など。 

☆高知県 

☆高知県 

☆高知県 
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（４） 市町村との連携について 

  ① 地域自立支援協議会への参加実施 
    ・２２ヶ所 39.3%    （平均実施延べ回数：15.0回） 
 
  ② 個別ケース会議への参加実施 
    ・２５ヶ所 44.6%    （平均実施延べ回数：33.6回） 
 
  ③ 市町村職員の研修実施 
    ・４２ヶ所 75.0%    （平均実施延べ回数： 1.9回） 
 
  ④ 市町村ごとの入所施設待機者の状況の把握実施 
    ・１２ヶ所 21.4%      
     （実施状況 毎月実施：８ヶ所、３ヶ月に１回実施：１ヶ所、 
            年１回実施：１ヶ所、年２回実施：２ヶ所 等） 

 
  ⑤ 入所施設の入所の調整実施 
    ・１６ヶ所 28.6%     
     （実施状況(延べ回数) 0～5回：１０ヶ所、6～20回：２ヶ所、21回以上：３ヶ所、 

                その他・随時：１ヶ所 等）       

☆高知県実施(延べ3回) 

☆高知県実施(延べ5回) 

・地域自立支援協議会や個別ケース会議への参加を行っている知的障害者更生相談所は、
４割前後で、身体障害者更生相談所より参加率が少し高くなっている。 
 
・市町村職員の研修は、およそ７５％の知的障害者更生相談所で実施されている。 
 

・入所施設の入所待機者の状況の把握を行っているところは１２ヶ所と全体の約２割となっ
ており、毎月１回把握しているところはそのうち８ヶ所となっている。 
 また、入所の調整を行っているところも３割程度となっている。 
 
 
 

（５） 療育手帳の交付事務について 

   ○ 行っている・・・・４２ヶ所 （75%）  
 
   ○ 行っていない・・・１４ヶ所 （25%） 
      

☆高知県 
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※H24.7障害保健福祉課全国調査（回答４２県） 

（６） 療育手帳の確認の期間について 
  ① 再判定が不要となる年齢別の都道府県数 

Ａ 

18歳以上 20歳以上 21歳以上 25歳以上 30歳以上 35歳以上 

１２ ３ １ １ ３ ２ 

北海道・青森・岩手 

・宮城・秋田・福島・
東京・長野・三重・
兵庫・広島・大分 

群馬・香川・高知 熊本 和歌山 栃木・滋賀・宮崎 長崎・鹿児島 

40歳以上 50歳以上 55歳以上 60歳以上 その他 

１ ７ １ ３ ８ 

沖縄 千葉・富山・島根・
岡山・徳島・愛媛・
佐賀 

鳥取 岐阜・大阪・奈良 山形・茨城・埼玉・
神奈川・山梨・静
岡・京都・山口 

※ 原則として、再判定が不要となる年齢が定められているものを抜き出したものです。 
   実際には、時期判定までの年数により、再判定不要となる年齢とは異なる場合があります。 

Ｂ 

18歳以上 20歳以上 21歳以上 25歳以上 30歳以上 35歳以上 

５ ２ １ １ １ ２ 

青森・福島・東京・
長野・広島 

群馬・高知 熊本 和歌山 栃木 長崎・鹿児島 

40歳以上 50歳以上 55歳以上 60歳以上 その他 

３ １２ １ ３ １１ 

山梨・大分・宮崎 北海道・岩手・秋田 

・千葉・富山・三重・
滋賀・島根・岡山・
徳島・香川・佐賀 

鳥取 岐阜・大阪・奈良 宮城・山形・茨城・
埼玉・神奈川・静
岡・京都・兵庫・山
口・愛媛・沖縄 

18歳以上, 

12 

20歳以上, 

3 

21歳以上, 

1 25歳以上, 

1 

30歳以上, 

3 

35歳以上, 

2 
40歳以上, 

1 

50歳以上, 

7 

55歳以上, 

1 

60歳以上, 

3 

その他, 8 

Ａ 

18歳以上, 

5 

20歳以上, 

2 21歳以上, 

1 

25歳以上, 

1 

30歳以上, 

1 

35歳以上, 

2 

40歳以上, 

3 50歳以上, 

12 

55歳以上, 

1 

60歳

以上, 
3 

その他, 

11 

Ｂ 

   ○その他・・・Ａ：○年あるいは再判定不要といったところや障害の程度が固定されると予測された場合や同じ結果 
              が何度か継続したら、その後の判定は不要とするなどといった場合。また、最重度や重心の場合は 
              再判定は不要としている場合などもある。 
             Ｂ： 原則５年や１０年等に一回としたものや、○年あるいは再判定不要といった場合。また、程度が固 
              定されると予測された場合などに再判定を不要とするところが多い。      

・障害程度がＡ（最重度・重度）と判定された方の再判定については、18歳以上で不要としているところ
が３割程度と多く、続いて、50歳以上で不要としているところが約17％となっている。 
・障害程度がＢ（中度・軽度）と判定された方の再判定については、50歳以上で不要としているところ
が３割程度と多く、他は18歳以上が多くなっている。 

・障害程度がＡよりＢの方が期間が短縮しているところや再判定が不要になる年齢が上にしていると
ころは、１３とおよそ全体の三分の一となっている。 

・Ａ（最重度・重度）とＢ（中度・軽度）ともにほぼ同じ基準で再判定を行っているのは、１７都府県で、と
もに原則として１８歳以上の再判定が不要となっているのは、５都県となっている。 
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身体障害者更生相談所及び 
知的障害者更生相談所の 
今後の方向性（たたき台） 
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○ 障害のある方の福祉については、市町村が障害者自立支援法などに基づ 
 き、相談支援をはじめ、障害福祉サービスや更生医療、補装具の給付などの直 
 接的な支援業務を担うとともに、自立支援協議会を中心に、地域のニーズに応 
 じたサービスの調整や社会資源の改善・開発、相談支援の充実などに取り組む 
 ことが求められている。 
 

○ 一方、障害者更生相談所は、専門的な知識や技術を必要とする相談や更生 
 医療、補装具、療育手帳などの判定を行うとともに、市町村が第一義的な相談 
 窓口として機能を発揮できるよう、専門的な技術的支援や情報提供をはじめ、市 
 町村相互間の連絡調整、市町村職員に対する研修などを行うことが求められて 
 いる。 
 

○ 国が障害者更生相談所の具体的な運営について定めた「身体障害者更生相 
 談所の設置運営基準」及び「知的障害者更生相談所の設置運営基準」は、福祉 
 サービスの仕組みが措置制度から支援費制度へ移行した平成１５年に制定され 
 ている。 

障害者更生相談所の今後の方向性（たたき台） 

 

○ しかしながら、その後、平成１８年に障害者自立支援法が施行され、相談支 
 援の仕組みをはじめ、障害福祉サービスの体系や利用手続き等も大きく見直し 
 されたが、障害者更生相談所の設置運営基準は改正されないまま現在に至っ 
 ている。 
  また、この間、国において障害者更生相談所のあり方に関する議論も行われ 
 ていない。 
 

○ 全国の障害者更生相談所の状況をみると、各相談所によって差はあるもの 
 の、全体としては、更生医療や補装具、療育手帳の判定に関する業務が、業 
 務の大半を占めており、高知県の相談所においても、同様となっている。 
 

○ このような状況を踏まえた、障害者更生相談所の今後の方向性（たたき台） 
 は、次のとおり。 
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【今後の方向性（案）：共通事項】 
 

■ 障害者更生相談所は、専門相談機関として、市町村が適切な支援業務を遂 
 行できるよう、最新かつ専門的な知識の修得や技術の研鑽と蓄積を図り、適切 
 な援助、助言を行う必要がある。 
 
■ また、専門相談機関として、障害のある方の状況やニーズを把握するととも 
 に、関係機関の取り組みなどの情報を広く収集し、利用者や市町村に対して、 
 積極的に情報提供することが必要である。 
 
■ あわせて、巡回相談については、本県の地理的条件や相談者の利便性を考 
 慮したうえで、市町村等の関係機関と十分に連携を図り、ニーズに応じて、実施 
 時期や場所、回数等の検討を行い、適切に実施できるようにする必要がある。 
 
  
 
 
 
 
 
 

 
【今後の方向性（案）：身体障害者更生相談所】 
 

■ 補装具は、身体に障害のある方にとって、能力の向上や、自立と社会参加に 
 大きく影響するものであることから、福祉用具の研究や進歩について常に情報を 
 把握し、利用者の個別のニーズに応じて、最新最適な情報を提供するとともに、 
 交付にかかる判定期間の短縮に努めることが必要である。 
  また、補装具交付後においても、利用者のニーズに応じて専門的にフォローを 
 行う必要がある。 
 
 
 
【今後の方向性（案）：知的障害者更生相談所】 

 
■ 療育手帳については、療育福祉センターの中央児童相談所障害児部門の 
 機能が中央児童相談所に統合された後は、18歳を境として、判定機関が中央 
 児童相談所から知的障害者更生相談所に移ることとなるので、障害のある方の 
 年齢に関わらず一貫した支援体制を確保するため、中央児童相談所との緊密 
 な連携と情報の共有を十分に図る必要がある。 
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■ また、療育手帳の判定については、現在、申請の増加等により、判定日の予 
 約が１～３か月後になるなど時間を要しているが、必要な福祉サービスの利用 
 のためにも迅速な対応が求められており、判定期間の短縮に努めることが必要 
 である。 
 
 
 
 
【今後の検討課題】 
☆ 現在、障害保健福祉課で行っている身体障害者手帳の認定・交付事務及び 
 療育手帳の交付事務については、障害のある方の状況やニーズを把握する直 
 接的な機会となるとともに、手帳交付までの期間短縮にもつながることから、障 
 害者更生相談所で行うことを検討することが必要ではないか。 
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○参考資料 

 
 
１．年度別推移（相談内容別） 
 
 
 
 

1,945

1,958

1,821

1,644

1,629

1,973

2,407

2,258

1,955

1,794

1,506

1,111

1,005

408

444

419

456

413

411

586

593

698

667

734

626

1,233

0

0

0

0

45

28

48

51

70

127

98

78

83

21

14

9

16

24

6

9

11

17

20
34

87

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

15年度

14年度

13年度

12年度

11年度

更生医療 補装具 施設入所 その他

2,418件

3,050件

2,913件

2,740件

2,588件

2,111件

2,249件

2,116件

2,416件

2,374件

2,408件

1,849件

2,358件

※療育福祉センター業務概要から 

1．身体障害者更生相談所 
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H11 H12 H14 H15 H18 H19 H24 

 
 
 

支援費 
制度施行 

障害者自立 
支援法の施行 

２．療育福祉センター（身体障害者更生相談所）の業務の変遷 

身体障害者の更生相談 

身体障害者の心理判定 

身体障害者更生援護施設
入所措置の調整 

身体障害者の巡回相談 

身体障害者の補装具交付・
適合判定 

身体障害者の更生医療 
の判定 

措置から
契約へ 

特別な場合のみ 
 

（実績はなし） 

有効期間の 

見直し 

介護保険給付 

が優先 

介護保険
施行 

一部が 

日常生活用具へ 

市町村の相談支
援事業が必須化 

施設入所 

判定不要 

３．巡回相談年度別推移（相談内容別） 
 
 
 
 

巡回 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

補装具 14 0 8 9 1 7 3 8 6 9 11 

手 帳 35 1 2 1 

施設入所 1 

その他 2 13 10 0 6 8 4 6 23 10 1 0 2 

計 51 14 10 0 16 18 6 13 26 18 7 9 13 

※療育福祉センター業務概要から 
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１．年度別推移（相談内容別） ※療育福祉センター業務概要から 

２．知的障害者更生相談所 

279

247

280

264

217

453

351

420

526

579

253

277

290

5

7

40

29

25

33

19

52

99

100

129

55

56

38

41

48

23

32

37

30

28

18

27

33

151

150

142

124

105

117

118

120

108

116

67

72

38

16

7

7

16

14

15

9

13

20

548

545

537

546

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

15年度

14年度

13年度

12年度

11年度

療育手帳 施設入所 職業 生活 その他

467件

982件

506件

重度加算判定等

1,323件

703件

623件

535件

637件

（件）

424件
療育手帳の再判定につ

いて見直し

445件

467件

1,036件

1,013件

H11 H12 H14 H15 H18 H19 H24 

 
 
 

支援費 
制度施行 

障害者自立支
援法の施行 

２．療育福祉センター（知的障害者更生相談所）の業務の変遷 

知的障害者の更生相談 

知的障害者の心理判定 

知的障害者の巡回相談 

療育手帳の判定、再判定 

知的障害者施設の重度加算
判定 

措置から
契約へ 

入所調 
整会議 

特別な場合のみ 
 

（実績はなし） 

知的障害者 
援護施設入所
措置の調整 

重度加算 

判定の廃止 

手帳の再判定
の見直し 

市町村の相談支
援事業が必須化 

施設入所 

判定不要 
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３．巡回相談年度別推移（相談内容別） 
 
 
 
 

巡回 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

療育手帳 21 17 25 92 90 54 33 94 15 7 5 6 5 

施  設 10 1 3 2 

その他 10 1 4 1 

計 41 19 28 92 90 54 33 94 15 7 5 10 8 

※療育福祉センター業務概要から 

３．主な判定業務の流れ 

※最短で対応可能な日から提示

手
帳
の
交
付

申請者 市町村 療育福祉センター 障害保健福祉課 申請者

・
確
認

（
判
定
日
の
調
整

、
内
容
確
認

）

・
新
規

（
判
定
日
の
候
補
を
市
町
村
に
連
絡

）

社会調査（面接）
心理判定
医学的判定（診察）

社会調査（面接）
心理判定

・
確
認

（
障
害
程
度
に
つ
い
て
変
更
や

　
　
　
　
　
　
疑
義
の
あ
る
ケ
ー

ス

）

・
新
規

（
全
ケ
ー
ス

）

障
害
程
度
の
結
果
を
報
告

手
帳
を
作
成

相
談
・
申
請

相
談
調
書
作
成

（
必
要
に
応
じ
て
調
査
実
施

）

申
請
書
・
相
談
調
書
を
送
付

（市町村
を経由）判定会

(判定日

翌週水曜日)

判定(新規) 第１・３木曜日

判定(確認) 第２・４木曜日

新規 ３ヶ月程度
１週間程度７日～１０日程

確認 １ヶ月程度

新規 ３～４ヶ月程度

確認 ２ヶ月程度

療育手帳
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・ 身体障害者・児の失われた身体機能を補完又は代替する用具で、職業上その他日常生 
  活での能率の向上を目的として支給。 
 （補装具例） 
  肢体不自由関係：装具、車いす（オーダーメイド）、電動車いす、義肢、座位保持装置等 
  聴覚障害：補聴器 

補装具 

●支給のしくみ（代理受領方式の場合）

③契約

利用者
（申請者）

①補装具費支給申請

④製品の引渡し

　②補装具費支給決定（種目・金

⑤補装具の購入（修理）費 　額）※申請者が適切な業者の選

補装具製作
（販売）業者

　（兼代理受領に対する委任状）を提出

市町村

⑧補装具費の支払

　の内自己負担額の支払 　定に必要となる情報の提供

⑥代理受領に係る補装具支払請求書

　（兼代理受領に対する委任状）を提出

⑦代理受領に係る補装具費支払請求書

※適合判定・・完成した補装具が身体に合っているか確認する。義肢、装具、座位保持装置、電動車いす、

　　車いす（ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ）が対象

③ー１　製作指導

身体障害者
更生相談所

①ー１　判定依頼

③ー２　適合判定

　　　①ー２　判定書の交付

判定依頼受理から 
判定書交付までに 
かかる期間 

↓ 
７日～３ヶ月程度 

(書類判定) (直接判定) 

 
・ 日常生活や社会生活を容易にするため、障害を軽減したり、機能回復させたり 
  するための医療 
 （給付内容例） 
   心臓障害：ステント留置術、冠動脈形成術、ペースメーカー 等 
   腎臓障害：人工透析、抗免疫療法 等 

更生医療 

【更生医療の事務の流れ】 

申 請 者

市 町 村

指定自立支援医療機関

身体障害者更生相談所
（療育福祉センター）

②申請・

意見書

の提出

⑦受給者

証交付

⑤判定・診察等

④来所判定(内部

障害等は不要)

⑧受給者証の提示

⑥判定書交付

③判定依頼、意見書の添付

①診察・意見書の依頼

⑨医療

③判定依頼受理から 
⑥判定書交付までに 

かかる期間 
↓ 

３～１０日程度 


